
道路課、都市環境課（街路）様
←航空写真の元ネタを札幌建設管理
部へ依頼済です。

西裏線

～コロナ後の新しい社会を開拓する北海道づくりを支える社会資本整備～

度重なる災害で
多くの人命・財産を喪失

地域産業を支える道路網の形成防災・減災、国土強靱化

○コロナ後の人流・物流を支える
道路ネットワークや交通拠点の
整備促進

○通学路の安心・安全の確保

○流域治水の推進
○高規格道路のミッシングリンク解消や

ダブルネットワークの確保、
暫定２車線区間の４車線化

○５か年加速化対策予算・財源の確保

【要望事項】

令和３年１１月 北海道・北海道議会

地域産業の活性化を図り、道民の
生活や社会活動を支える道路網

概要版

施設数が多く
老朽化対策コストが膨大

インフラメンテナンス

○老朽化対策予算の確実な確保
○老朽化対策に係る財政支援の拡充
○維持管理に活用可能な交付金制度

創設

北海道内の健全性Ⅲ・Ⅳの措置状況
（令和２年度末時点）

道路メンテナンス年報(令和3年9月)※グラフは地方公共団体を対象

（万人）
※ 新型コロナウィルス感染症の

影響により大幅減！！

※観光庁HPより ※国土交通省HPより（Ｅ５道央自動車道 深川～旭川鷹栖間）

■ 地震
■ 台風
■ 大雨
■ 雪

災害による被害額は過去５年間で

約4,000億円▼過去の災害被害総額推移
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台風災害
1,626億円

胆振東部
地震災害
1,477億円

ポストコロナ

感染症拡大防止対策や経済活動の需要
喚起策により、人流・物流は回復系傾向

コロナ後を見据え、今こそ集中対策を！
予防保全型に移行できなければ、

トータルコスト増大や通行止めの危機

気候変動により激甚化する水害や、切迫
する巨大地震等の自然災害に備え、国土

強靱化のさらなる推進が必要

経済活動の需要喚起とともに、
新たな日常下での観光や物流、公共交通

を支えるインフラ強化が不可欠

▼河川管理施設（樋門）▼道路（橋梁）
▼ペーパン川 （旭川市）

平成30年7月豪雨
▼国道229号（乙部町）

▼旭川東神楽道路（旭川市・東神楽町）

橋梁の直近5年間の点検結果
（H28-R2）

▼きたひろしま総合運動公園線（北広島市）

■ボールパーク完成予想図 ２０２３年３月完成予定

令和3年6月

きたひろしま総合運動公園線

ボール
パーク出展：北海道開発局HP

「国道229号乙部町館浦斜
面対策技術検討会」より

措置完了

661橋
(17%)

措置未了

3,210橋

(83%)

※外側：全国
内側：北海道

全国
Ⅲ：54,366橋(8%)

北海道
Ⅲ：3,818橋(15%)

全国
Ⅱ：319,256橋(49%)北海道

Ⅱ：11,569橋(46%)

全国
Ⅰ：272,825(42%)

北海道
Ⅰ：9,758橋(39%)

全国
Ⅳ：552橋(0.1%)

北海道
Ⅳ：53橋(0.2%)

令和４年度 社会資本整備における国の施策及び予算に関する提案・要望



ゼロカーボン北海道の実現 デジタル化の推進による「Society5.0」の実現

【要望事項】

グリーン社会の実現に向け、再生可能エネルギーの導入促進、
省エネルギー化、吸収源対策等、

ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組の推進が必要。

【要望事項】

暮らしやすく、豊かな脱炭素社会を構築し、
国の地球温暖化対策を先導することを目指す

○北方型住宅の普及やZEB・ZEH化、地域材の利用拡大に必要な
財政支援

○渋滞緩和などによる環境負荷の少ない交通体系の推進や
LED照明灯の整備

○ダムの未利用水や伐採木等を利用した再エネの導入・利用の拡大
○ ｢道の駅｣を活用した次世代自動車の普及促進に必要な充電設備の

整備に向けた支援など

建設業における若年層不足・高齢化が進行して
おり、将来的な担い手不足が懸念

社会情勢の変化に対応し、建設業の役割を果たすため、
デジタル技術の活用による生産性の向上や

安全な労働環境の実現が必要不可欠。
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建設業就業者数の年齢層割合_北海道と全国の比較

北海道の建設業就業者数について、
29歳以下の若年層が約1割以下、
55歳以上が約4割を超えており、

高齢化が進行している

総務省労働力調査より作成

○災害復旧における建設業の役割

胆振東部地震 道路啓開作業(千歳鵡川線） Ｈ２８．８月台風 道路復旧作業(国道274号）
出典 国土交通省HPより

○ICT建設機械の活用等によるi-Constructionの推進
○建設現場などにおける非接触・リモート型の働き方の

実現
○除雪業務や道路パトロール業務におけるデジタル化の

推進

5
5
歳
以
上

2
9
歳
以
下

社会インフラ整備や、大規模
災害時の早期復旧・復興など
「地域の守り手」としての

役割を果たす

～北海道の再生可能エネルギー導入ポテンシャルは全国随一～

「ゼロカーボン北海道」に向けた基礎づくり

地域の脱炭素化の取組

｢グリーン×デジタル」の一体的な推進

【北海道】

【北海道】

【全国】

【全国】


